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令和７年度 千葉市防災会議 議事録 
 

１ 会議の名称 

  令和７年度 千葉市防災会議 

 

２ 開催日時 

  令和７年７月９日（水） 午前１０時００分～午前１１時００分 

 

３ 会議の方法 

  対面及びＷＥＢ会議（ＺＯＯＭ） 

 

４ 開催場所 

  千葉市役所高層棟３階 危機管理センター内 関係機関調整室 

 

５ 出席委員等 

（１）出席委員５２名（別表のとおり） 

（２）事務局 

   平田危機管理部長、中野危機管理課長、西井防災対策課長 

（３）その他 

   聴講・随行者１５名 

   傍聴者２名 

 

６ 議題 

  千葉市地域防災計画及び千葉市水防計画の修正について 

 

７ 議事の概要 

  議題について、事務局から資料を用いて委員に説明を行い、原案のとおり承認された。 

 

８ 会議の経過 

（１）開催【平田危機管理部長】 

それでは定刻となりましたので、ただ今から「令和７年度千葉市防災会議」を開催い

たします。 

本日、委員の皆様方には大変お忙しい中、本会議にご出席を賜り誠にありがとうござ

います。私は、全体進行を務めます危機管理部の平田と申します。よろしくお願いいた

します。 

はじめに、報道機関の皆様にご協力のお願いです。撮影は冒頭の会長あいさつまでと

させていただき、会議中の撮影はお控え願います。 

また、傍聴の皆様におかれましては、お配りしております傍聴要領をお読みになり、

注意事項を守って傍聴いただくようお願いいたします。 

本日の会議は、千葉市情報公開条例第２５条の規定により「公開」となっております。 
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（２）会議の成立を確認【平田危機管理部長】 

本日、ウェブ参加委員を含めて５２名の委員にご出席いただいております。委員総数

７２名の半数を超える出席となりますので、千葉市防災会議運営要綱第３条第２項の

規定により本会議は成立しておりますことをご報告申し上げます。 

また、本来であれば本日ご出席の委員の皆様をご紹介すべきところですが、お時間の

関係もありますので、お手元に配布の出欠名簿をもちまして、ご紹介に代えさせていた

だきます。 

それでは、千葉市防災会議の会長であります神谷市長より、ご挨拶を申し上げます。 

（３）会長（市長）挨拶【神谷市長】 

ただいま紹介にあずかりました、千葉市長の神谷俊一でございます。 

本日は大変お忙しい中、千葉市の防災会議にお集まりいただき、誠にありがとうござ

います。また、関係機関等の皆様におかれましては、日頃より千葉市の防災行政に多大

なるご協力を賜り、心より感謝を申し上げます。 

さて、昨年１月１日に発生した能登半島地震では、長期間にわたった断水により、飲

料水の確保が極めて困難な状況でした。トイレや洗濯などの日常生活に大きな影響を

与え、被災された方々は心身ともに大きな負担を抱えながら長期の避難生活を余儀な

くされており、継続的な支援が必要な高齢者の方や障がいをお持ちの方は、より一層心

労も大きかったと思います。 

千葉市では、発災直後から被災地に多くの職員を派遣し、現在もなお被災された方々

の生活再建の支援を行っているところです。 

私自身も被災地に視察に伺い、珠洲市の泉谷市長、七尾市の茶谷市長とお話をさせて

いただき、意見交換をさせていただきました。避難者の把握や物資の輸送など発災直後

の初動対応の実情を伺い、復興期における地域との丁寧な対話の重要性などを改めて

認識しました。また、支援ニーズは時間とともに変わっていくため、予想されるニーズ

を先取りして対応できる体制づくりが重要ではないかと考えました。 

復興までの取り組みは続きますが、出来る限りの支援を続けていくとともに、市職員

の被災地での個々の経験を組織として共有し、千葉市の災害対応力の向上に繋げてい

きたいと考えております。 

また、昨年８月には、気象庁が初めて南海トラフ地震臨時情報を発表し、千葉市では

迅速な情報収集や関係機関と連携を図るため、緊急情報収集体制をとり、市民の皆様へ

いち早く情報をお知らせするなど、対応を行いました。 

南海トラフ地震では、千葉市に大きな被害は想定されておりませんが、首都直下地震

の切迫性が指摘される中で、地震対策の不断の見直しが必要と考えます。 

さらに、近年の気候変動に伴い、全国各地で台風や記録的な大雨による被害が発生し

ております。昨年の台風第７号に際しては、千葉市に大きな被害をもたらした令和元年

房総半島台風を上回る勢力での上陸が予見されたことから、千葉市において初めて、台

風接近前に災害対策本部を設置し、本日ご参加の皆様をはじめ、協定を締結している各

機関とも連絡を取り合いながら、体制を整備したところです。 

加えて、中長期的な視点での対策を強化していくため、昨年度に防災アセスメント調

査として、初めて風水害被害想定調査を実施しました。 
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高潮については被害想定が大きくなることが見込まれるため、今後避難体制を強化

してまいります。 

今年度からは地震被害想定調査の見直しに着手したところであり、調査終了後には

新たな被害想定に基づき、全庁一丸となって、防災・減災対策の強化に努めるとともに、

お集まりの皆様とも緊密に情報を共有して千葉市の総合的な防災力向上を図ってまい

ります。 

千葉市の防災力を高めるためには、本日お集まりいただいた関係機関の皆様との連

携強化が非常に重要となりますので、引き続きご支援、ご協力を賜りたいと考えており

ます。本日の会議では、千葉市の防災対策の基礎となる、地域防災計画の修正案などに

ついて、防災会議委員の皆様の豊富な知見等による様々なご意見を頂戴し、より実効性

のある計画としたいと考えておりますので、忌憚の無いご意見をお寄せいただき、有意

義な会議となれば幸いでございます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

（４）議題と会長による議事進行について説明【平田危機管理部長】 

それでは、議事に入らせていただきます。本日は議題１件を予定しております。 

議事の進行につきましては、千葉市防災会議運営要綱第３条第１項の規定により、会

長であります神谷市長が議長を務めさせていただきます。 

神谷市長よろしくお願いいたします。 

（５）議事の進行【神谷市長】 

それでは、千葉市防災会議運営要綱第３条の規定に従いまして、議長を務めさせてい

ただきますので、議事の進行をさせていただきます。 

はじめに、議題の「千葉市地域防災計画及び千葉市水防計画の修正について」事務局

から説明をお願いします。 

（６）議題の説明【中野危機管理課長】 

それでは事務局からご説明いたします。私は千葉市危機管理課長の中野と申します。 

資料１「千葉市防災会議説明資料」の１ページをご覧ください。計画の修正概要の説

明に入る前に、まずは計画の構成についてご説明いたします。 

千葉市地域防災計画は、災害対策基本法に基づきまして、本市の災害対応の基本的か

つ総合的な計画として、この防災会議が作成する計画となっております。 

計画は、各種災害別に共通した災害の予防対策と応急対策をまとめました「共通編」、

災害発生後の応急活動をまとめました「災害応急対策編」、関連する参考資料をまとめ

ました「共通資料編」の三編から構成されております。 

さらに「災害応急対策編」は災害種別で整理しておりまして、「地震対策計画」「風水

害対策計画」「大規模事故災害対策計画」から構成されております。 

また、国の防災基本計画、千葉県の地域防災計画・水防計画、本市の総合計画であり

ます「千葉市基本計画」と整合を図るとともに、その内容は部門計画や対応マニュアル

に反映されております。具体的には、本市の各部署で作成している対応マニュアルのほ

か、防災関係機関別の計画やマニュアル、また業務対策別の部門計画、例えば本日ご審

議いただく予定の水防計画などに反映されております。 

２ページをご覧ください。 

令和７年度千葉市地域防災計画の修正につきましてご説明いたします。 
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主な修正項目といたしましては、（１）令和６年の能登半島地震を踏まえた修正、（２）

国の防災基本計画改正に伴う修正です。なお、計画の修正にあたりましては、事前に防

災会議の幹事の方々に対しまして、修正案に対する意見照会をさせていただいており

まして、本日ご説明する内容につきましては、そのご意見を反映したものとなっており

ます。 

３ページをご覧ください。 

計画の修正についてご説明する前提といたしまして、令和６年の能登半島地震の概

要についてご説明いたします。 

令和６年１月１日１６時１０分、石川県の能登地方を震源として発生いたしました

地震は、マグニチュード７.６、石川県の志賀町と輪島市では最大震度７を記録しまし

た。 

この地震による人的被害としては死者が５９２人、うち災害関連死が３６４人とな

っており、災害関連死につきましては現在もなお増加しているという状況でございま

す。 

また、建物被害といたしましては、全壊が６,５２０棟。避難者数は最大となった 

１月２日時点で４０,６８８人。さらには、地域を超えた１.５次避難や２次避難が増加

するなど、被災の長期化が問題となりました。 

４ページをご覧ください。 

この地震に対する千葉市からの応援派遣として、罹災証明業務を支援するため、発災

直後から石川県珠洲市に職員を派遣したほか、医療救護活動や健康支援等、多くの業務

について、合計で４０２人の職員が被災地において応急対策業務の支援を行いました。 

さらに中長期的な支援として、令和６年４月から石川県珠洲市および七尾市への職

員派遣を継続しております。応援派遣などを通じて把握した課題としては、断水などの

ライフライン被害が続いたことによる避難の長期化や、地域の高齢化が進んでいるこ

とが挙げられます。これらを踏まえ、要配慮者の避難対策や断水時のトイレ・生活用水

の確保の重要性を改めて認識し、これまでの本市の防災対策を見直して検討する必要

があると考えております。 

５ページをご覧ください。 

修正項目（１）「令和６年能登半島地震を踏まえた修正」についてご説明いたします。 

まずは避難所等の運営、避難者への支援についてです。災害時のトイレ対策として、

マンホールトイレの整備箇所を拡大するとともに、堅牢な上屋の配備を進めること。 

また、避難所の環境整備としては、生活用水の確保のほか、栄養バランスの取れた適

温の食事や、入浴・洗濯等への配慮を行うとともに、パーテーションや段ボールベッド

等を迅速に設置すること。ペット対策についても計画に追記いたします。 

さらに、避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援としては、要配慮者対策を含

めまして、自治体・保健師・福祉関係者等の間で連携した避難状況の把握や、避難形態

の多様化に合わせて、避難所を分散避難者に対する支援拠点とすることを明確化いた

します。 

６ページをご覧ください。 

他自治体からの応援職員等の支援につきましては、宿泊場所として活用可能な施設
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やスペース等をリスト化すること。 

また、罹災証明業務の効率化・迅速化といたしまして、罹災証明書の受付・調査・交

付をシステムで一元的に管理することや、再調査を前提とした調査体制を発災後の早

期に整備することを明記いたします。 

さらに、被災地区の情報集約等として、無人航空機（ドローン）や衛星通信機器等を

活用するとともに、道路管理者と生活インフラ事業者との連携強化についても位置づ

けてまいります。 

７ページをご覧ください。 

次に（２）国の防災基本計画改正（令和６年６月）に伴う修正についてです。 

内閣府の新総合防災情報システム「ＳＯＢＯ-ＷＥＢ」との連携や、水害対策として

道路のアンダーパス冠水等を踏まえた対策の強化、さらには昨年度制定されました「火

山防災の日」（８月２６日）を活用した防災指標についての記載を行います。 

また（３）千葉県地域防災計画改正（令和７年２月）に伴う修正につきましては、指

定公共機関の追加等を行います。 

８ページをご覧ください。 

（４）南海トラフ地震に関連する情報発表時の対応についてです。こちらも計画修正

項目についてのご説明の前に、まずは南海トラフ地震に関連する情報がどのようなも

のかをご説明いたします。南海トラフ地震に関連する情報につきましては、気象庁から

２種類の情報が発表されます。 

まず「南海トラフ地震臨時情報」とは、南海トラフの想定震源域でマグニチュード 

６.８以上の地震が発生した場合に、南海トラフ地震との関連性の調査を開始した場合

などに発表されるものです。昨年８月に運用開始以降、初めて発表されました。 

また「南海トラフ地震関連解説情報」とは、調査開始後の状況の推移などについて発

表されるものです。なお、南海トラフ地震の被害想定において、千葉市における想定最

大震度は５弱で、人的被害や津波被害は想定されておりません。 

これらを踏まえまして、修正項目についてご説明いたします。南海トラフ地震に関連

する情報が発表された際の対応を追記いたします。具体的には、南海トラフ地震臨時情

報発表時には危機管理部を中心に緊急情報収集体制をとり対応を検討するとともに、

本市への被害が少なくなった場合は被災地域への応援を考慮した、平時からの応援体

制の確保についても明記いたします。なお、昨年８月に臨時情報が発表された際には、

気象庁に問い合わせを行うなど情報収集とともに市民周知を行ったほか、庁内での情

報共有や情報収集、応援に備えて資器材の点検を行うなどの対応をとっております。 

９ページをご覧ください。 

（５）千葉市の取組を踏まえた修正といたしまして、分散避難の推進について記載を

行いたいと考えております。 

まず、在宅避難として、緊急的な避難が必要でない市民等への在宅避難の推奨や、食

料や携帯トイレなどの生活用品のほか、家族構成に応じた品目、例えば粉ミルク・おむ

つ・常備薬などの備蓄について啓発を行うことを明記いたします。 

また、町内自治会集会所等の地域避難施設につきましては、町内自治会等が自主的に

開設し、指定避難所と連携して避難者の受入れ等を行うことができる集会所等を、地域
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避難施設と認定しておりますので、これについて追記を行います。 

さらに、車中泊避難として、民間事業者等の協力を得ながら車中泊避難場所の確保を

行うとともに、車中泊避難における健康被害のリスクやその対策についての啓発を行

うことを記載いたします。 

（６）その他時点修正等につきましては、組織改正の反映やデータの更新を行いま

す。 

１０ページをご覧ください。 

３.令和７年度千葉市水防計画の修正について。まず、千葉県水防計画の運用に合わ

せた修正として、県からの河川水位情報につきまして、現在メールで受領しております

ので、これに合わせた記載に修正となります。また、その他時点修正等といたしまして

は組織改正の反映やデータの更新を行います。 

１１ページをご覧ください。 

次に、４.パブリックコメント手続きの結果概要についてご説明いたします。対象施

策はただいまご説明いたしました地域防災計画案と水防計画案で、期間は令和７年 

５月１日から６月２日までとなります。 

１２ページをご覧ください。 

募集結果といたしまして、３人の方から３３件のご意見をいただきました。意見の内

訳といたしましては、共通編１７件、地震対策計画３件、風水害・雪害・火山災害対策

計画５件、大規模事故災害対策計画４件、水防計画４件となっております。 

いただいたご意見の反映状況につきましては、誤記等の修正を含めまして、修正案へ

反映する意見が１７件、修正案へ反映しない意見が１６件となっております。 

１３ページをご覧ください。 

提出された主な意見についてご説明いたします。資料の上段、意見の概要は、「発災

時にはまず自主防災組織の活動に従事し、その後避難所運営委員会の活動となるため、

各活動の優先順位を記載するべきではないか」というものです。意見に対する本市の考

え方といたしましては、災害時は各地域の被害状況などに応じて活動を行う必要があ

るため、あらかじめ優先順位等を定めておくことは難しいと考えております。 

次に、資料の下段、意見の概要は、「地震動の想定について、埋め立て地よりも埋立

地以外の地域の方が揺れが大きくなるなどの特異現象の説明を加えてほしい」という

ものでした。本市の考え方といたしましては、ご意見を踏まえまして、中央区・緑区・

美浜区の震度が他区と比べて小さくなる理由として、埋め立て地などの軟弱地盤では、

非常に大きな地震の際に通常とは逆に揺れを減衰させる場合があることや、断層から

特定の方向で揺れが大きくなることなどが考えられることについて、説明を追記いた

します。 

なお、パブリックコメントの詳細につきましては、本日お配りしております資料３に

記載してありますので、後ほどご覧ください。また、提出されました全ての意見の概要

と意見に対する本市の考え方につきましては、本市のホームページにおいて公表いた

します。 

１４ページをご覧ください。 

５.今後のスケジュールについてです。本日の審議結果を踏まえまして、７月中に県
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への改正の報告・公表、８月からは共通資料編の修正を行いたいと考えております。 

最後に、６.その他として防災減災対策検討部会の開催についてご報告いたします。

令和６年１２月２４日に防災アセスメント調査を議題として部会を開催しており、部

会では調査結果を適切に市民に周知することなど、様々なご意見をいただいておりま

す。今後はご意見を踏まえた対応を行うとともに、防災アセスメント調査の地震被害想

定調査等につきまして、本年１２月頃、改めて部会を開催する予定となっております。 

事務局からの説明は以上となります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

（７）議題に関する意見等の確認【神谷市長】 

ただいまの事務局の説明について、委員の皆様からご意見・ご質問等がございました

らお願いいたします。 

（８）議題に関する委員からの意見 

マンホールトイレについて 

【委員発言】 

私は２０年ほど市内の各区を回っていて、自治会・自主防災会あるいは避難所運営委

員会の人たちと話し合い、指導してきましたが、今回の修正箇所について気づいたこと

で、特に地域の皆さんが疑問に思っていることもありますので、お話をしたいと思いま

す。 

２０３０年までにマンホールトイレを市内の小中学校、公民館を対象にすべて整備

するというお話はよいと思いますが、既に整備されているマンホールトイレについて、

水源がプールあるいは井戸などとされていて、校庭を横切って学校の建物を超えてい

かなければならないような場所が数か所あります。 

各避難所を見ていく中で、そのような場所がいくつかあり、実際に災害が発生したと

きに使えるのかどうかという課題もあります。 

災害時に一番大事なのは、食べ物などではなくて「トイレ」だと思います。皆さんも

おそらく、震度７級の地震が千葉市に発生すれば、１か月くらい水道は使えない環境に

なると思いますが、その場合にトイレをどうするか。その課題について今、地域の皆さ

んと勉強会を開いているところです。 

下水道本管とマンホールトイレの位置が遠い場合は配管がずれて使えなくなるのは

当たり前です。つまり、マンホールトイレを「作ればいい」のではなく、水源の場所に

ついて十分考慮してほしいと思います。 

今後公民館や、２０３０年以降はコミュニティセンターにもマンホールトイレが設

置されると思いますが、そうなった場合に実際に「使用できる」体制を整えていただき

たいというのが、地域を回ってみて皆さんからいただいた意見です。以上です。 

【事務局回答】 

ご意見いただきましてありがとうございました。マンホールトイレの水源及びトイ

レの場所の問題につきましては、ご指摘のとおり、設計上の制約がございます関係で、

必ずしも一番良い場所に整備できていないというところがあることは、我々としても

認識しているところでございます。 

まずは運用の中で、どのようにうまく対応していくかというところではございます

が、今後、下水道部局とも調整しながら、新たに追加や修正など、対応できないかとい
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う点についても、引き続き検討しているところでございます。 

トイレの重要性につきましては、我々も強く認識しているところでございまして、特

に能登半島地震においてもトイレは問題となっておりました。 

このようなことも踏まえ、市で進めておりますマンホールトイレの整備や、備蓄とし

て整備している携帯トイレの避難所への配備に加え、市民の皆様がご自身でご家庭に

おいても携帯トイレを備蓄いただくことが非常に重要だと考えております。 

今後は、そのような点についての啓発も進めてまいります。以上でございます。 

 

段ボールベッド、備蓄倉庫について 

【委員発言】 

避難所の運営や避難者への支援として、パーテーションや段ボールベッドは必要な

ものです。特に段ボールベッドについては、従来、床で直接お休みになっていたものが、

内閣府から「床から３０センチ程度の高さで寝るように」との話があり、現在は各地で

段ボールベッドが導入されています。 

当市でも段ボールベッドを設置するということはありがたいお話なのですが、懸念

しているのはその在庫についてです。段ボールベッドは、実際に運んだことがあります

が乗用車に１個程度しか入らないくらいの大きさです。 

在庫の拠点となる倉庫から、災害が起きた際に各区に運ぶことができるかというと、

まず不可能だと思います。可能であれば、各区に保管容量の余裕があるかは別として

も、少なくとも災害時に物資を運べないであろう、例えば美浜区、中央区、稲毛区くら

いには拠点を設けて、そこに備蓄していただかないと、実際に災害が起きて段ボールベ

ッドが必要となっても、震度７程度の地震が千葉市で発生した場合には、道路も使えな

くなるでしょうし恐らく運搬は不可能です。 

そういった意味で、備蓄を分散させる必要があると思います。費用がかかることは

重々承知しておりますが、現実的な実効性についても行政としてもなるべく考慮いた

だきたいです。 

「一箇所に集約して揃えたからよい」ということだけでは、実際の災害時に本当に使

えるかどうかという疑問が残ります。大変細かいことで申し訳ないのですが、よろしく

お願いしたいと思います。 

【事務局回答】 

ご意見いただきありがとうございます。段ボールベッドについては、ご指摘いただい

たとおり、相当かさばることもあり、すべての数量を各避難所に置いておくことは、倉

庫容量や置き場所の問題から難しい部分もございます。 

現状では、在庫の大部分は中央防災倉庫に格納している状況です。しかしながら、近

年の風水害などにより、早期に段ボールベッドを使用する可能性もあると考えており

ますので、一部ではありますが公民館に事前配備する形で、既に運び込んでいるところ

です。発災初日からすべてを揃えるということは難しいですが、すぐに使うものはなる

べく分散できるように、引き続き検討を進めてまいりたいと思っております。 
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 避難所のエアコンについて 

【委員発言】 

ただいま避難所についてのご意見がありましたが、首都直下地震が起きると想定さ

れている中で、様々な学校で体育館に電気エアコンを設置しようと、冷暖房設備の導入

が進められている状況にあります。 

災害時に大きな地震が起きた場合、都市ガスのラインの遮断や電力会社の送電線の

破損などが起こる可能性があり、その結果、学校（避難所）のエアコンが使えないとい

う状況が起こると考えられます。そこで、ＬＰガス業界として、皆様にお願いしている

ことがあります。 

「電源自立型エアコン」というものがあります。これは、ＬＰガスで発電機を回し、

ガスエアコンのコンプレッサーを動かして冷暖房を行う仕組みです。初期費用はやや

高額で、学校内にＬＰガスの貯蔵庫を作らなければならないという課題もありますが、

災害時にすべてのライフラインが止まった場合でも、エアコン、ガスによる給湯、さら

には電気の発電まで賄うことができる優れた設備です。 

これまで、日本全国の自治体に対して導入をお願いしているところですが、あまり進

んでおりません。一部では「ガスエアコンを導入しました」という報告もありますが、

千葉県内では、高等学校に５、６カ所、ガスエアコンが設置されており、これは普通教

室にも導入されています。 

これから市役所の方でも、体育館にエアコンを設置していく予定だと思いますが、そ

の中で、ぜひこの「電源自立型エアコン」についても一考いただければと思うのですが、

いかがでしょうか。 

【事務局回答】 

令和元年の房総半島台風で長期の停電が発生したということを踏まえ、各小中学校

に太陽光発電と蓄電池の整備を進めているところでございます。 

しかしながら、現状ではエアコンを長時間運転させるほどの電力は確保できていな

いというのが実情でございます。 

学校の体育館のエアコン整備についても、現在、教育委員会で順次進めているところ

ですが、新しい技術が次々と出てきていることについては、我々としても認識しており

ます。 

したがいまして、そういった技術情報についても積極的に取り入れながら、今後の整

備について検討を進めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。ご意見として、しっかり受け止めさせていただきます。 

 

高潮対策について 

【委員発言】 

私は新港地区に事業所を構えているのですが、新港地区は河川敷扱いとなっており、

高潮の際には水没することになっています。 

この地域は、京葉線から黒砂水路を通って海側に位置しており、新港地区一帯は高潮

の際にはすべて水没させるという地域です。 

令和元年１０月には、千葉市から「高潮の恐れがあるため、新港地区の陸閘を閉鎖し
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ます。全車両は退去してください」という通達があり、新港地区にある車両がほぼ一斉

に避難したという経験がありました。 

それ以来、大きな高潮被害は起きておりませんが、新港地区は今後も河川敷扱いのま

まで、高潮対策からは外れるという認識でよろしいでしょうか。 

【事務局回答】 

ご意見ありがとうございます。高潮につきましては、現在「想定最大規模の高潮」に

備えた避難方針を公表しており、多くのご意見をいただきながら、対策を進めていると

ころです。 

新港地区につきましては、千葉県が整備を進めている防潮堤ラインの「海側」に位置

している地域となっております。そのため、高潮が発生するおそれがある場合には、ま

ず速やかに避難をしていただくことをお願いしているところです。 

実際には、企業の方々やお住まいの方もいらっしゃいますので、千葉県に対しては、

防潮堤整備などの必要性について要望をしております。ただし、現時点では防潮堤の外

側という位置づけであるため、避難の徹底をお願いしているというのが実情でござい

ます。以上でございます。 

 

（９）原案の承認【神谷市長】 

実際に災害が起きた際の避難所での対応や、高潮の避難計画について貴重なご意見

をいただきました。これらを今後の防災対策に活かしてまいります。 

本日の議題そのものにつきましては、特に変更を要するご意見はなかったと認識し

ておりますので、議題については原案のとおり決定することとしたいと思いますがよ

ろしいでしょうか。 

（出席者からの発言なし） 

それでは、本日の議題である「千葉市地域防災計画及び千葉市水防計画の修正につい

て」は、原案のとおり決定とさせていただきます。 

今後は、本日の防災会議の結果を踏まえ、両計画を公表させていただきますので、ご

承知おきください。また、本日の会議の議事録の作成につきましては、事務局および会

長の私にご一任いただければと思います。 

以上で、千葉市防災会議の議事進行を終了させていただきます。円滑な議事の進行に

ご協力いただきまして、ありがとうございました。 

それでは進行を事務局にお返しいたします。 

（１０）閉会【平田危機管理部長】 

それでは皆様、これまでご審議いただきましてありがとうございました。本市の地域

防災計画および水防計画につきましては、今後も国や千葉県の動向などを踏まえなが

ら修正を進めてまいりますので、引き続きご意見・ご指導を賜りますよう、よろしくお

願いいたします。 

以上をもちまして、令和７年度千葉市防災会議を終了いたします。 

ありがとうございました。 

 



 

（別表） 

千葉市防災会議（令和７年７月９日）出席者名簿 

 

会長 千葉市長 神谷 俊一                               （敬称略） 

№ 
条例第３条 

第５項の区分 
機関名 職名 氏名 備考 

1 指定地方行政 

機関の職員 

関東財務局千葉財務事務所 所長 （欠席）  

2 関東農政局千葉県拠点 地方参事官 阿部 知康  

3 関東運輸局千葉運輸支局 支局長 （欠席）  

4 
第三管区海上保安本部千

葉海上保安部 

部長 岡光 豊  

5 銚子地方気象台 気象台長  白石 昇司 WEB 

6 
関東地方整備局千葉国道

事務所 

事務所長 堤 啓  
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8 千葉県知事の 
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14 千葉県警察 千葉東警察署長 （欠席）  

15 千葉県警察 千葉西警察署長 （欠席）  

16 千葉県警察 千葉南警察署長 （欠席）  

17 千葉県警察 千葉北警察署長 （欠席）  

18 市長の部内の 

職員 

千葉市 副市長 大木 正人  

19 千葉市 副市長 橋本 直明  

20 千葉市 危機管理監 相楽 俊洋  

21 千葉市 総合政策局長 藤代 真史  

22 千葉市 総務局長 久我 千晶  

23 千葉市 財政局長 勝瀬 光一郎  

24 千葉市 市民局長 那須 一恵 WEB 

25 千葉市 保健福祉局長 今泉 雅子 WEB 

26 千葉市 こども未来局長 大町 克己 WEB 

27 千葉市 環境局長 秋幡 浩明 WEB 

28 千葉市 経済農政局長 安部 浩成 WEB 

29 千葉市 都市局長 鹿子木 靖 WEB 

30 千葉市 建設局長 山口 浩正 WEB 
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31 市長の部内の 

職員 

千葉市 水道局長 山田 裕之 WEB 

32 千葉市 病院事業管理者 山本 恭平 WEB 

33 千葉市 会計管理者 折原 亮 WEB 

34 千葉市 中央区長 （欠席）  

35 千葉市 花見川区長 足立 憲彦 WEB 

36 千葉市 稲毛区長 貞石 渡 WEB 

37 千葉市 若葉区長 柿崎 恵司 WEB 

38 千葉市 緑区長 石井 美代子 WEB 

39 千葉市 美浜区長 （欠席）  

40 教育長 千葉市教育委員会 教育長 鶴岡 克彦 WEB 

41 消防長及び 

消防団長 

千葉市 消防局長 市村 裕二 WEB 

42 千葉市消防団 団長 中村 洋一 WEB 

43 

指定公共機関又

は 

指定地方公共 

機関の職員 

日本郵便株千葉中央郵便

局 

局長 （欠席）  

44 
東日本旅客鉄道株式会社 千葉統括センター

副所長 

安東 史洋 WEB 

45 
NTT 東日本株式会社 千葉事業部  千葉

支店長 

井上 暁彦  

46 日本赤十字社千葉県支部 事務局長 磯 則和  

47 日本放送協会千葉放送局 局長 （欠席）  

48 
日本通運株式会社千葉支

店 

次長 山本 広太  

49 
東京電力パワーグリッド

株式会社千葉総支社 

千葉総支社長 冥賀 雅弘  

50 東京ガス株式会社千葉支社 支社長 （欠席）  

51 
大多喜ガス株式会社供給

部千葉事業所 

所長 市川 雅之 WEB 

52 
東日本高速道路㈱関東支

社千葉管理事務所 

所長 （欠席）  

53 京成電鉄株式会社 京成千葉駅長 石井 賢治  

54 千葉都市モノレール株式会社 常務取締役 水間 明宏  

55 
一般社団法人千葉県トラ

ック協会 

専務理事 （欠席）  

56 一般社団法人千葉県バス協会 専務理事 （欠席）  

57 千葉テレビ放送株式会社 報道局長 安田 昌子  

58 
株式会社ベイエフエム 執行役員本社営業

局長 

（欠席）  
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59 
指定公共機関又

は 

指定地方公共 

機関の職員 

公益社団法人千葉県ＬＰガス

協会 

会長 小倉 晴夫  

60 
公益社団法人千葉県看護協会 専務理事 （欠席）  

61 

自主防災組織を 

構成する者又は 

学識経験のある

者 

国立大学法人千葉大学 教授 丸山 喜久 WEB 

62 淑徳大学 総合福祉学部 教授 （欠席）  

63 
社会福祉法人千葉市社会

福祉協議会 

常務理事 （欠席）  

64 
災害救援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ推進委員

会千葉市ＳＬﾈｯﾄﾜｰｸ 

代表代行 深味 肇  

65 

その他市長が 

必要と認める者 

一般社団法人千葉市医師会 副会長 （欠席）  

66 

陸上自衛隊高射学校 陸上自衛隊高射教

導隊本部管理中隊

長 

金井 守  

67 千葉市町内自治会連絡協議会 会員 久保田 寅英  

68 千葉商工会議所 常務理事 松浦 良恵  

69 
一般社団法人千葉市歯科

医師会 

会長 斉藤 浩司 WEB 

70 一般社団法人千葉市薬剤師会 理事 丸 宗孝 WEB 

71 
一般社団法人千葉市建設

業協会 

防災担当副会長 石井 義明 
 

72 千葉市女性団体連絡会 会長 仙波 慶子  

 

 


